
５.働き方改革について徳島県（行政）に望む支援や、県として普及啓発を強化した方が良いと思う制度など

があれば教えてください。 

 

 

 

 

 

 

本アンケートで回答いただいた内容について、ヒアリングにご協力いただけますか。    

☐はい  （電話・ メール・ 対面）   ☐いいえ       

 

ご協力いただきありがとうございました。 

※この調査は、徳島県委託事業「とくしまスマートワークプロジェクト」により実施しています。 

※本調査は、徳島県がより良い施策・支援事業の実施の参考として利用するほか、個別の内容が特定されないよ

うな形で集計結果についてホームページで公開するなどの予定があります。 

※ご回答いただいた個別の会社名等の情報は、同意なしに第三者に提供することはありません。 

 

（令和 6年度とくしまスマートワークプロジェクト 受託者：特定非営利活動法人ウィズワーク・ラボ） 

回答期限:令和 6年 7月 30 日（（火）とくしまスマートワークプロジェクト事務局（宛 

徳島県（働き方改革現況調査 2024 

本調査は、働き方改革関連法の施行から約 5年が経過しコロナ禍を経た現在、県内企業における働

き方改革の取組状況や今後の取組などを把握し、徳島県がより良い施策・支援事業の実施に活かす

ことを目的としています。ご協力よろしくお願いいたします。 

  

 

  

 

 

１．貴社についてご回答ください         

1)業種          

☐建設業  ☐製造業  ☐情報通信業  ☐運輸業  ☐卸売・小売業  ☐金融・保険業  

☐医療・福祉業  ☐宿泊・飲食サービス業  ☐その他サービス業  ☐地方公共団体・経済団体 

☐その他  （              ）  

2)従業員数（常用雇用者数）          

☐ 10 人~20 人   

☐ 21 人~50 人 

☐ 51 人~99 人   

☐ 100 人~500 人   

☐ 501 人以上  

3)貴社には働き方改革の推進担当はいますか？（ （ （ （ （         

☐いる   推進担当者の所属部署 （               ）  ☐いない  

 

２．現状について伺います          

1)現在の人材確保の状況を教えてください。次の中から 1つ選んでください。    

☐ 十分に確保できている   ☐ ある程度確保できている  

☐ あまり確保できていない  ☐ まったく確保できていない  

  

会 社 名  

部 署 名  

回答者氏名  

住  所  

電話番号  

メールアドレス 
メールによる情報提供 ☐可 ☐不可 

回答方法 

①webフォーム https://www.tokushima-telework.jp/survey/2024.html 

※テレワークセンター徳島ホームページ「ニュース」にもURLを掲載しています 

②FAX 088-678-7757 



2）貴社が人材確保のために実施していることを①～⑤それぞれ選んでください。（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．今後について伺います       

1）貴社が、優秀な人材を確保するために取り組みたいことは何ですか？次の①～⑤のうち上位３つの優先

順位をつけてください。 

（   位）①柔軟な働き方制度の導入（働きやすさ）       

（   位）②休暇制度の充実（休みやすさ）       

（   位）③人材育成、キャリアアップの支援       

（   位）④給与・待遇改善、キャリア継続支援     

（   位）⑤業務改善（仕事のしやすさ） 

☐いずれにも取り組む必要性を感じていない  

☐わからない 

 

2）3.1）の取組を進める上で障壁や課題になっていることを選び、その上位３つの順位をつけてください。 

☐（  位）業務が多忙で手が回らない 

☐（  位）推進できる人材がいない 

☐（  位）ノウハウがない 

☐（  位）コストがかかる 

☐（  位）経営層が必要性・緊急性を感じていない 

☐（  位）自社だけで改革することは不可能 

☐（  位）その他（                                    ） 

☐取組を進めており、現在課題はない 

 

４.貴社における男性の育児休業への取組について伺います      

1）過去１年間の育児休業の対象者※と取得者※の数を教えてください  対象者数         人 

※対象者数：原則１歳に満たない子を養育している、または過去１年間に配偶者が出産した従業員の数。 

※取得者数：育児休業、産後パパ育休を過去 1 年間に取得済み、または開始予定の申出をしている従業員の数。 

2）貴社の男性社員が、出産・育児を目的とした休業制度を利用しない、あるいは１か月未満しか取得しない

理由は何だと思いますか。（複数回答可）       

☐職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だから  

☐自分にしかできない仕事や担当している仕事があるから  

☐収入を減らしたくないから   

☐復職するときに仕事や職場の変化に対応できないと思うから  

☐昇給や昇格などキャリア形成に悪影響があると思うから  

☐配偶者や家族が休業の取得を求めないから 

☐休業を取得しなくても、育児参加しやすい職場だから 

☐その他（                             ）  

男性の育児休業 

  取得者数（内訳） 

2 週間未満 2 週間以上 1 か月未満 1 か月以上 

人 人 人 

①柔軟な働き方制度の導入（働きやすさ） 

☐フレックスタイム制度  

☐テレワーク（在宅勤務、モバイルワーク等）  

☐短時間勤務制度  

☐時差出勤制度  

☐勤務間インターバル制度  

☐副業制度の導入  

☐その他（              ） 

☐取り組んでいない  

②休暇制度の充実（休みやすさ）  

☐年次有給休暇の半日単位での取得  

☐年次有給休暇の時間単位での取得  

☐個人の時間を充実させる特別休暇（記念日休暇、リフレ

ッシュ休暇等）の拡充  

☐家庭の事情に考慮した特別休暇（家族の看護休暇、慶弔

休暇等）の拡充  

☐年次有給休暇取得の促進  

☐年次有給休暇の付与日数を増やす  

☐その他（              ） 

☐取り組んでいない  

 
③人材育成、キャリアアップの支援 

☐キャリアパスの明示  

☐定期的な面談(1on1 等個別に話せる機会）  

☐ジョブローテーション（定期的な配置転換）  

☐リスキリング（仕事に役立つスキルの習得促進） 

☐人事評価（昇給・昇格）制度の見直し  

☐相談しやすい雰囲気や仕組み  

☐その他（              ） 

☐取り組んでいない  

 
⑤業務改善（仕事のしやすさ） 

☐明確な役割分担と業務内容  ☐業務量の適切化（一人にタスクが集中しないように等）  

☐自動化技術の導入（AI や RPA 等を活用し定型業務を自動化） ☐主体性を尊重し裁量権を与える  

☐フラットな組織文化の推進  ☐仕事内容や目的に応じてテレワークを選択できる  

☐その他（              ） ☐取り組んでいない 

④給与・待遇改善、キャリア継続支援 

☐基本給の引上げ  

☐福利厚生(年金制度、育児支援、住宅手当等）の充実  

☐正規・非正規間の処遇格差の是正  

☐オフィスの整備（快適なレイアウト、トイレの改良等）  

☐シニア人材活用（定年延長や再雇用制度の拡充） 

☐転勤制度の見直し  

☐その他（              ） 

☐取り組んでいない  

右へつづく→ 


